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予算編成に向けて、市税等の一般財源や、人件費・公債費・非裁量経費・重点施策推進
経費等の所要一般財源にかかる令和９年度概算額を見込み、財源配分を行うもの

①市税等の一般財源見込を算出

②人件費・公債費・非裁量経費といった義務的な経費等に、優先的に一般財源を

配分するとともに、収支の状況も勘案しながら、各所属が活用できる、

裁量経費の所要一般財源の上限額を設定

○各所属は、裁量経費について、活用可能な一般財源の範囲内で、区長・局長マネジメント 

により、施策の選択と集中を進めながら、予算算定を行う

○各所属の予算算定を踏まえ、経費及び一般財源の精査等を行い、予算案を策定する

○なお、令和９年４月に市長選挙が予定されていることから、令和９年度当初予算は

「骨格予算」として編成するものの、市民生活や大阪経済に影響が生じないよう、

喫緊の課題に的確に対応していく

まとめ

【今 後】

令和９年度概算見込及び財源配分について
令和8年9月4日
戦略会議資料

財政局



まとめ令和９年度概算見込及び財源配分の方針

令和９年度　概算見込 令和８年度　当初予算

Ａ Ｂ

11,945億円 11,603億円 342億円

11,180億円 10,794億円 386億円

市税 9,510億円 9,105億円 405億円

譲与税・交付金 1,530億円 1,499億円 31億円

地方交付税 140億円 190億円 △ 50億円

その他財源 765億円 809億円 △ 44億円

歳出：所要一般財源　合計 12,006億円 11,655億円 351億円

人件費 2,846億円 2,908億円 △ 62億円

公債費等 1,546億円 1,484億円 62億円

非裁量経費 5,314億円 5,033億円 281億円

裁量経費 1,450億円 1,450億円 0億円 →

重点施策推進経費 635億円 569億円 66億円

DX推進経費 145億円 95億円 50億円

70億円 116億円 △ 46億円

差引　収支 ▲ 61億円 ▲ 52億円 ▲ 9億円

Ａ-Ｂ

歳入：一般財源等　合計

一般財源

物価高騰対応

裁量経費にかかる

シーリング±０％

【参考】

粗い試算（R8.2月）

R9見込 ▲72億円
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まとめ令和９年度概算見込及び財源配分の方針

【主なポイント】

・歳入は、企業収益の増等による法人市民税の増などにより、市税収入の増が見込まれ、
地方交付税が減少するものの、一般財源等は前年度から342億円の増の見込み

・歳出は、社会保障関係経費等の増による非裁量経費の増や、金利上昇に伴う公債費等の増
に加え、０～２歳児の保育料無償化等の増による重点施策推進経費の増により、前年度
から351億円の増の見込み

・この結果、▲61億円の収支不足が見込まれるが、物価高騰等の影響がある中においても、
区長・局長マネジメントによる施策の選択と集中・スクラップアンドビルドをより一層
進めていくこととし、裁量経費は前年度と同額（シーリング±０％）とする

【今後の主な変動要素】

・市税収入の動向、令和９年度地方財政計画及び税制改正

・今年度の本市人事委員会勧告の影響
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まとめ令和９年度当初予算編成について（案）

令和９年度当初予算は、令和９年４月に市長選挙が予定されていることから、次の点を

基本にいわゆる「骨格予算」として編成する

① 人件費・扶助費・公債費など義務的経費は計上する

② 施設維持管理や既に着手している事業など継続的な事業は原則計上する

③ 新規・拡充事業は原則計上しない。ただし、

・市民の安全・安心に資するもので緊急かつ必要性の高い事業等は計上する

・物価高騰などの影響を受けている市民生活への支援に必要な事業等は計上する

・「Beyond EXPO 2025」、「市政改革プラン」に沿ったもので、

緊急かつ必要性の高い事業等は計上する

なお、新規・拡充事業は、市長選挙後に「肉付け予算」として補正予算を編成していく

※骨格予算とは、市長選挙を目前に控えていることなどにより、新規・拡充事業などに係る経費の予算計上を
見送り、人件費・扶助費・公債費など義務的な経費を中心に編成する一会計年度を通じた予算のことで、
慣例的に「骨格予算」と呼ばれている。



（単位：億円、％）

令和9年度 令和8年度

概算見込 当初予算 Ａ-Ｂ Ａ／Ｂ

Ａ Ｂ

地方交付税 140 190 △ 50 △ 26.3 ○ 市税・社会保障関係経費等の増減を反映

その他財源 765 809 △ 44 △ 5.4

※伸び率（Ａ／Ｂ）については、百万円単位の金額から算出している

主な増減理由等

市税

譲与税・交付金

一般財源

一般財源等　合計

　○「中長期の経済財政に関する試算」（令和8年7月30日）

     における名目経済成長率3.0％などを反映

　○税制改正影響見込額

　

　※今後の懸念材料

　　・国内外の景気動向などが税収に与える影響、

     令和9年度税制改正影響など

11,180 10,794 386 3.6

11,945 11,603 342 2.9

9,510 9,105 405 4.4

1,530 1,499 31 2.1

５

まとめ
令和９年度概算見込及び財源配分の考え方（歳入：一般財源等概算見込） 参考



（単位：億円、％）

令和９年度 令和８年度

概算見込 当初予算 Ａ-Ｂ Ａ／Ｂ

Ａ Ｂ

12,006 11,655 351 3.0

人件費 2,846 2,908 △ 62 △ 2.1
○退職手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　△85億円

　 （地方公務員の定年引上げに伴う影響）

公債費等 1,546 1,484 62 4.2 ○利子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋71億円

非裁量経費 5,314 5,033 281 5.6
○障がい者自立支援給付費 　　　　　　　　　　 　  ＋82億円

○介護保険事業会計繰出金　   　  　　　　　　 　＋34億円

裁量経費 1,450 1,450 0 0.0
○増減なし

　　　ゼロシーリング（±０％）

重点施策推進経費 635 569 66 11.6

○新規・拡充事業　　　　　　　　　　　　　　　　  　  ＋22億円

○継続事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋45億円

　　　うち、０～２歳児の保育料無償化　　　　　　 　 +38億円

　　　　　　子育てサポートアプリ・クーポン運用事業　　 +18億円

DX推進経費 145 95 50 52.6

○バックオフィス（内部管理業務）DX　　　　　　　 ＋21億円

○生活保護業務ＤX　　　　　　　　　　　　　　　　  ＋10億円

○新規事業　　　　　　　　　　　　　　          　      ＋９億円

物価高騰対応 70 116 △ 46 △ 39.7
○物価高騰への対応に必要となる経費を仮置き

　 （令和８年度プレミアム付商品券事業（96億円）は減額）

主な増減理由等

所要一般財源　合計

まとめ
令和９年度概算見込及び財源配分の考え方（歳出：所要一般財源ベース） 参考

６



７

○ 地方公務員の定年引上げに伴う影響、人員マネジメントに基づく職員数の削減や重点施策の推進に係る増員などを見込んでいる

まとめ
令和９年度概算見込及び財源配分の考え方（歳出：所要一般財源ベース）

１．人件費

○ 生活保護費など国制度に定められており、事業実施の可否や事業手法・事業量について、一義的には選択の余地が無いものなど

の経費を見込んでいる

２．非裁量経費

○ 各所属に包括的に財源配分を行う経費であり、区長・局長マネジメントによる施策の選択と集中・スクラップアンドビルドを

進め、歳出・歳入両面にわたって更なる自律的改革に取り組むこととして、シーリング（＊）を設定している

 （＊）全所属：ゼロシーリング（±０％）

３．裁量経費

４．重点施策推進経費

○ 市政運営の基本的な考え方に基づき、全市的な取組として重点的に政策推進する経費で、0～2歳児の保育料無償化、保育人材確

保対策事業、習い事・塾代助成事業など重点的に取り組んでいる事業の継続・拡充や、新たに取り組む事業などを見込んでいる

６．物価高騰対応

○ 物価高騰への対応に必要となる経費を仮置きしている

参考

５．DX推進経費

○ 大阪市DX戦略に基づき、全市的にDXの取組を推進する経費で、デジタル行政手続きの拡大（サービスDX）やデジタル技術を 

活用した都市整備（都市・まちDX）、バックオフィス（内部管理業務）の全体最適化（行政DX）などの事業を見込んでいる
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